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 2019 年度に発生した実災害及び 2019 年度政府大規模地震時医療活動訓練におけるリ

エゾン訓練の経験を通じて、特に大都市圏における、災害時小児周産期リエゾンの活動

における課題の抽出を行った。その結果特に長期にわたる停電時の在宅の医療的ケア児

への対応、複数の活動拠点を設置し、リエゾン活動を行う場合の課題が明らかになった。 

 リエゾン養成講習会の受講者調査を通じて、医師以外の看護職や行政職の参画の重要

性が示された。 

 2020 年度以降は、小児周産期領域の災害情報システムについてもその課題と解決のた

めの方策について検討を進める。 

 
研究協力者 

 以下のような研究組織により研究を展開し

た。 

Ａ  研究目的 

 小児周産期領域の災害対策は､2019 年２

月に厚生労働省医政局長より都道府県に対

して「災害時の小児周産期リエゾン活動要

領」が通知されたことにより、一つの画期を

迎えた。都道府県等ではこの通知に沿って

災害対策基本法に基づく地域防災計画の

再検討が行われつつある。 

研究分担者は先行研究（平成 28 年度～

平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金

（「首都直下型地震・南海トラフ地震等の大

規模災害時に医療チームが効果的、効率

的に活動するための今後の災害医療体制

のあり方に関する研究（研究代表者 小井

土雄一）」分担研究課題「周産期・小児医療

提供体制に関する研究」、平成２９・30 年度

厚生労働科学研究費補助金（地域医療基

盤開発推進研究事業）「災害時小児・周産

期医療体制の構築と認知向上についての

研究」）において、（１）小児周産期領域の災

害対策の課題とその対策の方向性の検討、

（２）厚生労働省「災害時小児周産期リエゾ

ン養成研修」のプログラム作成及び開催へ

の協力、（３）災害時小児周産期情報システ

ム（EMIS-PPM）の開発と機能改善、EMIS と

の連携体制の構築による同システムの社会



 
 

実装の推進、（４）周産期センターの BCP モ

デルの策定、（５）災害時小児周産期リエゾ

ン活動要領（案）の作成等を行ってきた。 

本研究では、先行研究を踏まえて、小児

周産期領域の災害医療の専門家に協力を

依頼し、災害時の周産期・小児医療提供体

制における諸課題を総合的に検討すること

を目的とする。 

 

Ｂ  研究方法：以下の 4 グループに分かれ

て検討を行う。（研究の分担を表に示した。） 

 Group A: 「実災害」検討グループ 

 2018 年度以降の実災害における

小児周産期領域の対応について

改めて状況把握を行い、現在の体

制の課題の抽出・対策の検討を行

う。 

 災害時の小児周産期領域の搬送

体制の評価を行い、その強靭化に

向けて対策を検討する。 

 災害時の地域周産期医療提供体

制の評価に基づいて、周産期セン

ターの BCP モデルを改定し、さら

に周産期センター以外の分娩取扱

施設(病院・有床診療所)で活用可

能な BCP 策定マニュアルを新たに

作成する。 

 

 Group B: 「リエゾン活動」検討グループ 

 （2020 年度以降）訓練及び実災害

時の活動の総括に基づいて「災害

時小児周産期リエゾン活動マニュ

アル」の改定を行う。（2019 年度は

「災害時小児・周産期医療体制の

構築と認知向上についての研究」

が担当する予定） 

 災害時小児周産期リエゾン（以下、

「リエゾン」）活動におけるロジスティ

クスの役割を検討する。 

 受援システムとしての災害時小児

周産期リエゾンを「支援」する被災

地外システムの評価を行い、その

強靭化に向けて対策を検討する。 

 2019 年度に発足した災害時小児

周産期リエゾン連絡協議会の活用

に関する検討を行う。 

 Group C: 「リエゾン養成研修」検討グル

ープ 

 厚生労働省の「災害時小児周産期

リエゾン養成研修」について、その

内容が災害時小児周産期リエゾン

活動要領に即しているか、受講生

のレベルやニーズに即しているか

の評価及び改善策の検討を行う。 

 受講済みのリエゾンに対する技能

維持のあり方についての検討を行

う。 

 Group Ⅾ: 「情報システム」検討グルー

プ 

 災害時の小児周産期領域の情報

伝達・共有システムの評価を行い、

その強靭化に向けて対策を検討す

る。（中央における EMIS・EMIS-

PPM、地域における情報システム

のあり方） 

 

Ｃ  研究成果 1 Group A 

 2019年度は、千葉県における豪雨災害

時の経験を踏まえた小児周産期領域の

災害対策の課題について検討を行った。 

 2019 年 9 月 9 日に関東地方に上陸し

た台風 15 号（令和元年房総半島台風）

は千葉県を中心に甚大な被害をもたら

した。この台風では暴風雨により広範囲

に停電が発生し、復旧に長期間を要す

ることとなった。千葉県では災害対策本

部を設置し、災害時小児周産期リエゾ

ンの出動要請がなされた。リエゾン活動

はほぼ 1 週間に及んだ。本研究では、

この台風災害の経験を踏まえ、小児周

産期領域の災害対策の課題を検討した。



 
 

その結果、特に小児領域の課題として、

医療的ケア児に関連した課題、母子避

難所の運営に関する課題、支援物資に

関する課題、特別支援学級の休校時の

対応という 4 点が浮かび上がった。リエ

ゾンの実災害における活動を通じて、

平時に対応しておくべき事項について

多くの知見が得られた。 

 医療的ケア児に関連した課題 

 医療的ケア児の実態把握 

 長期間の停電のため、在宅呼

吸器管理を行っている児、体

温調整不能の児が在宅のまま

でいることが不可能となった症

例があった。知り得た情報は

情報発信された家族からのも

のであり、医療的ケア児の実

態に関する情報収集が不十

分であった可能性が考えられ

た。全ての医療的ケア児に適

切な医療を提供するためには

平時から全ての医療的ケア児

の実態を把握しておく必要が

あることが明らかになった。今

回の実災害の経験から平時に、

県、保健所、市町村、医療機

関が連携して医療的ケア児の

実態を把握しておく必要性が

示された。 

 医療的ケア児の避難 
 一般の避難所での受け入れ

は困難で拒否されることが多

いので、適切な避難場所が設

定される必要性がある。結果

的に自宅にいることしかできな

いのであれば自宅に何らかの

支援ができるようにしなければ

ならない。 
 福祉避難所を医療的ケア児の

避難に活用できるようにするた

めに平時に検討を進める必要

がある。 
 母子避難所運営の課題：  

 母子避難所が開設されたが、運営

者は母子のことに詳しいわけでは

ないため問題が生じた場合に対応

できない。母子避難所では助産師

（教員）、保健師、保育士などがそ

の運営に関与できるように平時から

連携をすすめて必要時に支援可

能な体制を整備しておく必要があ

ることが明らかになった。 
 支援物資等 

 液体ミルクが市販されるようになり、

提供が行われた。しかし現時点で

は使用法が広く普及しているわけ

ではないので、提供にあたっては

説明書をつけるなど適切な配布ル

ールとそれに基づく配布者に対す

るマニュアル等を作成する必要が

あることが明らかになった。 
 また、アレルギー食などの特別治

療食の手配に時間がかかった事例

があった。迅速に手配できるように

事前の協定が必要と考えられた。

また特別食が必要な家庭の事前の

把握、災害時の対応方法（連絡先、

身近な保管先（自治体、保健所、

学校の給食センターなど）など）に

ついて、行政で把握しておき、迅

速な対応が可能な体制を整備する

必要がある。 
 特別支援学校の休校対策 

 特別支援学校が休校となり、在宅

でのケアが必要となった児童が発



 
 

生した。そのような場合の対応につ

いて自治体の保健師が把握できる

連携体制を整備する必要があるこ

とが明らかになった。 
 

Ｃ  研究成果 2 Group B 

 2019 年度は「令和元年房総半島台風」

における千葉県における経験、「2019

年度政府大規模地震時医療活動訓練」

の千葉県、東京都、神奈川県における

経験を踏まえた災害時小児周産期リエ

ゾンの課題を検討した。 

 「令和元年房総半島台風」の経験：災

害医療コーディネータとの連携：活動要

領に記載されているように災害時小児

周産期リエゾンの役割は「災害時医療

コーディネータへの助言を行う」ことであ

る。今回の活動では、小児周産期領域

の問題点を抽出検討することが活動の

中心となったが、それとともに災害の全

体把握を行い、災害時医療コーディネ

ータとのさらなる密接な連携の必要性

が明らかになった。 

 人員確保・ローテーション体制の

構築の必要性： 

 災害対応が長期化したため、

複数の担当者によりローテー

ション体制をつくる必要があっ

たが、リエゾンの一人の勤務

施設が最も被害が大きい地域

に立地しており、県庁の保健

医療救護本部への参集が不

可能となった。このため、リエ

ゾン活動を継続的行うための

人員確保に支障が生じた。

DMAT 資格を有する小児科

医・産婦人科医にリエゾン活

動を依頼し、活動の継続をは

かった。しかし、県内の人材だ

けでは活動継続が困難な状

況となり、千葉県より日本産科

婦人科学会・日本小児科学会

にリエゾン活動を行うことので

きる医師の派遣を緊急に依頼

し、保健医療救護本部におけ

るリエゾン活動及び地域の実

情把握の活動の継続を図った。

今回の実災害の経験から、災

害時小児周産期リエゾンは、

被災地の医療機関に勤務して

おり、災害の状況によっては、

本部への参集が困難となる状

況も想定する必要があることが

明らかになった。 

 また、千葉県は地勢上、房総

半島という特殊な地形に人口

600万人が、主として海岸線に

そって居住しており、９つの二

次医療圏で構成されている。

災害の規模、被災地の分布に

よっては、千葉県庁の本部だ

けで災害対策を行うことは困

難となる可能性がある。現在、

活動拠点本部に搬送調整な

どの機能を委嘱することが検

討されており、リエゾン活動要

領の趣旨から考えるとリエゾン

機能の一部も活動拠点本部

へ移行していくことが必要にな

る。そのためにはDMATのよう

に県で独自にリエゾンを養成

し、十分な要員を確保する必

要があると考えられる。 

 ロジスティクスの重要性： 

 千葉県では今回の災害が、災

害時小児周産期リエゾンが活

動を行ったはじめての実災害

だった。保健医療救護本部内

での情報収集及び県内の被

災地からの情報収集・伝達と



 
 

いうリエゾンの業務の遂行は、

当初非常に難航した。リエゾン

活動を円滑にするためには、

医師だけでなく、ロジスティック

の役割を果たす人材（看護師、

助産師など多職種のリエゾン

が候補となる）の養成が一つ

の解決法と考えられた。しかし。

一方でリエゾンは「災害時医

療コーディネータへの助言を

行う」のがその役割であり、保

健医療救護本部内の事務職

との連携や DMAT のロジとの

連携、さらにクロノロの記載な

どについては本部クロノロ担

当との連携することが試みると

いう解決法も考えられる。本部

の構成や、情報収集対象であ

るその県の周産期医療圏の構

成により最適な方法の検討が

必要と考えられた。 

 災害時小児周産期リエゾン活

動に精通した、もしくは協力的

な小児周産期領域に特化した

ロジを養成していくということも

ひとつの考え方であるが、既

に医療調整本部内でロジ役と

して活動している要員に協力

してもらうことも考慮すべきと考

えられた。 

 

 2019 年度政府大規模地震時医療活動

訓練の経験を踏まえた災害時小児周

産期リエゾンの課題 

 千葉県からの報告： 

 訓練目的：搬送調整本部活動、

情報収集、患者搬送（搬送調

整・活動拠点を主とした実患

者搬送訓練）、避難所連動が

円滑に実施できることとした。 

 実施結果 

 搬送調整本部立ち上げ

は問題なく行えた。 

 情報収集 

 日本産科婦人科学会大

規模災害時情報システム

（PEACE）の入力状況は

100％であった。 

 インフラ情報の収集は円

滑であった 

 搬送訓練：搬送調整をサテラ

イトと２拠点として、通常のコー

ディネータにも調整を依頼す

ることを試みたが、通信回線が

限られ、情報伝達などが二度

手間になり、適宜情報を流す

ことができず、過大な負担とな

ることから、本部で一本化して

搬送調整を行った 

 実搬送訓練では搬送先選定

までは通常通りにできたが、搬

送方法決定後の活動拠点本

部もしくは搬送チームから搬

送先病院への連絡がなく、搬

送についての情報が円滑に

伝達できなかった。 

 避難所連動訓練：今回初めて

実施したが、適切にリエゾンに

相談があがってきた。避難所

から不安を訴える妊婦、妊婦

の性器出血、子どもの食物ア

レルギー、子どもの遊び場、人

工呼吸器の電源、水痘疑いな

どの相談があった。これらの相

談事例に適切に対応すること

ができた。 

 改善点すべき点： 

 本部機能の充実・・・人員、

物品、情報（道路情報・搬

送手段選定など） 

 活動拠点本部ごとの災害

時小児周産期リエゾンの



 
 

配置の検討 

 千葉県は人口 600万

人で県庁の医療調

整本部・DMAT 調整

本部で全てを行うこと

は負担が大きい、医

療調整を活動拠点で

実施する（搬送手段

も）必要性が明確に

なった。このためリエ

ゾンも同様の配置に

することが望ましいと

考えられた。活動拠

点リエゾンは、本部リ

エゾンと情報共有を

PEACE 掲示板など

で行い、解決できな

いことは県庁リエゾン

に相談し、協働して

解決策を決定してい

くのが合理的と考え

られた。 

 小児の問題については今

後情報できるシステムを

構築する必要がある 

 避難所との連携は情報が

本部に上がって来たもの

をリエゾンで解決すること

が可能であることが示され

た。 

 

 東京都からの報告： 

 訓練目的：東京都においては、

首都直下地震などの大規模

災害が発生した場合、東京都

災害時医療救護活動ガイドラ

インに基づいて、医療救護活

動がおこなわれることになって

いる。そのガイドラインの中に、

災害時小児周産期医療体制

について追記することを予定

しており、災害時小児周産期

医療ガイドライン（案）を検証

することを目的として訓練を実

施した。 

 訓練日時：2019年 9月７日（土） 

 訓練想定：訓練前日（９月６日）

11 時に首都直下地震が発生 

 訓練内容 

 本部立ち上げ訓練：東京

都小児周産期リエゾンは

東京都庁の保健医療調

整本部にて、地域小児周

産期リエゾンは２箇所の

医療対策拠点にて本部

の立ち上げ訓練を実施。

それぞれ、東京都災害医

療コーディネータ、地域

災害医療コーディネータ

と同じ本部内で活動。 

 小児周産期医療領域の

情報収集訓練 

 各小児周産期医療

施設の被災状況、稼

働状況、応需状況の

把握：EMIS、PEACE

を活用して情報把握 

 支援物資、人的支援

ニーズの把握と調整 

 妊婦、新生児、重症小児

患者の搬送調整訓練 

 搬送ニーズの把握 

 搬送手段の調整、受

け入れ施設の調整：

東京都医療救護活

動ガイドラインに基づ

いて実施 

 都内のリエゾン間、隣県

のリエゾン間での情報共

有、調整訓練 

 訓練結果 

 東京都においては、都庁



 
 

に東京都小児周産期リエ

ゾン、地域の本部（医療

対策拠点）に地域小児周

産期リエゾンが入って活

動することを検討しており、

今回の訓練を通じて、東

京都小児周産期リエゾン

と地域小児周産期リエゾ

ンの役割分担について検

証することができた。 

 また、医療対策拠点が設

置される医療機関以外の

産婦人科医、新生児科医、

小児科医が地域小児周

産期リエゾンに指名され

る場合においても、災害

時には自身の医療機関

ではなくて、医療対策拠

点が設置される医療機関

に出向いて、地域災害医

療コーディネータと同じ本

部内で活動することが情

報共有の観点からも有効

であることが分かった。 

 今回の訓練での検証結

果を踏まえ、災害時小児

周産期医療ガイドライン

が完成した。それを今後

は既存の東京都医療救

護活動ガイドラインに追

記する予定である。 

 また完成したガイドライン

を元に、地域小児周産期

リエゾン養成のための東

京都小児周産期リエゾン

研修が今年度より開催さ

れる予定であった。（今年

度は新型コロナウイルス

感染拡大に鑑み中止。来

年度は２回開催予定であ

る。）今後、ますます地域

単位での災害時小児周

産期医療体制が強化され

ることが期待される。訓練

では、災害医療コーディ

ネータとの連携が不十分

なところも散見された。ま

だまだ新しい体制である

ため今後も訓練を重ねて、

災害医療コーディネータ

をはじめとする災害医療

関係者との連携を強化す

る必要性があると考えら

れた。 

 

 神奈川県からの報告 

 訓練目的：神奈川県では 2019

年 7 月に災害時小児周産期リ

エゾンの委嘱が開始され、16

名（産婦人科医 8 名、小児科

医 8 名）が任命された。また

2018 年 6 月の改正災害救助

法を受け、2019 年 4 月に横浜

市、川崎市、相模原市が救助

実施市に指定されたことで、

神奈川県では災害時に救助

の実施主体が複数になること

となった。神奈川県災害時小

児周産期リエゾンは県からの

任命を受けているが、実災害

時には救助実施体制に合わ

せた活動が必要になると考え

られる。神奈川県災害時小児

周産期リエゾンの大規模地震

時医療活動訓練（政府訓練）

への参加を通し、災害時小児

周産期リエゾンの配置および

活動内容の課題を検証するこ

とを目的とした。 

 方法：2019 年 9 月 6 日、7 日

に実施された政府訓練では、

神奈川県庁の保健医療調整



 
 

本部のほか横浜市、川崎市に

災害対策本部が設置された。

神奈川県災害時小児周産期リ

エゾンも政府訓練に参加し神

奈川県庁保健医療調整本部

および横浜市災害対策本部、

川崎市災害対策本部での医

療調整業務を行った。また以

下の４項目①神奈川県災害時

小児周産期リエゾン本部の立

ち上げと運営②通信手段の確

立と情報収集③日本産婦人

科学会大規模地震時医療情

報システムの有用性④搬送調

整について検証をおこなった。 

 結果： 

 神奈川県災害時小児周

産期リエゾン本部の立ち

上げと運営 

 神奈川県庁に参集

後、横浜市、川崎市

の本部へ神奈川県

災害時小児周産期リ

エゾンを派遣し、連

携して活動を行った。 

 「災害時小児周産期

リエゾンの活動チェッ

クリスト」を用いて保

健医療調整本部内

に神奈川県災害時

小児周産期リエゾン

本部の立ち上げ、活

動をおこなった。 

 通信手段の確立と情報収

集 

 訓練のルールで固

定電話、携帯電話を

通信手段として使用

することができなかっ

たため、インターネッ

ト回線（E メール、

LINE アプリ）を主に

使用した。 

 神奈川県災害時小

児周産期リエゾンは

衛星電話等独自に

通信機器を所有して

いないため、県職員

の協力のもと県が所

有する衛星電話や防

災無線を使用した。 

 情報収集には広域

災害救急医療情報

システム（EMIS）や日

本産科婦人科学会

の大規模災害対策

情 報 シ ス テ ム

（PEACE）を使用した。 

 日本産婦人科学会大規

模災害対策情報システム

（PEACE）の有用性 

 神奈川県産婦人科

医会を通じて、県内

の周産期救急医療

システムの基幹病院、

中核病院、協力病院

（計 28 施設）に予め

用意した想定の入力

を依頼し、26 施設の

入力がみられた。 

 搬送調整 

 付与された症例シナ

リオ（実働３例、机上

７例）の搬送手段お

よび受け入れ施設の

調整を行った。 

 神奈川県災害時小

児周産期リエゾンの

依頼には直接依頼

のほか DMAT を介し

た依頼がみられた。 

 考察 



 
 

 神奈川県災害時小児周

産期リエゾン本部の立ち

上げと運営 

 神奈川県庁に参集し、

横浜市、川崎市の状

況を確認後にリエゾ

ンの派遣を行ったた

め、派遣のタイミング

としては遅れが生じ

た。リエゾンの活動場

所及び派遣体制に

ついて今後検討が必

要である。 

 「災害時小児周産期

リエゾンの活動チェッ

クリスト」を用いること

で比較的スムーズに

本部の立ち上げを行

うことができた。「災

害時小児周産期リエ

ゾンの活動チェックリ

スト」は有用であると

考えられた。一方で

今後よりスムーズな

本部活動を行うため、

神奈川県の状況に

合わせた「災害時小

児周産期リエゾンの

活動チェックリスト」や

「コンタクトリスト」等の

作成が望ましいと考

える。 

 通信手段の確立と情報収

集 

 災害時の通信手段と

してインターネット回

線（Eメール、LINEア

プリ）は有用であると

考えられるが、訓練

中の搬送情報のやり

取りには時間を要し

た。また衛星電話や

防災無線による通信

も試みたが、リエゾン

も医療機関側の周産

期医療者も不慣れで

あり、活用ができなか

った。災害時におい

て通信手段の確立

は活動の要となるた

め、対策を検討する

必要がある。 

 広域災害救急医療

情報システム（EMIS）

や日本産科婦人科

学会の大規模災害

対策情報システム

（PEACE）の利用に

あたっては、「どのよ

うな情報がどこに記

載されているのか」を

十分理解する必要が

あり、また掲示板機

能の利用や情報発

信ツールとして意識

的に使用していくこと

で両システムをさらに

活用できると考えら

れた。 

 日本産婦人科学会大規

模災害対策情報システム

（PEACE）の有用性 

 周産期医療施設の

情報集約に PEACE

は大変有用であると

考えられた。今後県

内での PEACE 位置

付けを明確にし、入

力率を高めることで、

さらに有用性が高ま

ると考えられた。 

 搬送調整 



 
 

 DMAT や関係部署と

協力し搬送調整を行

うことができたが、小

児周産期関連疾患

の認識（重症度、緊

急度）に乖離がみら

れた。小児周産期関

連の疾患に関しては、

重症度や緊急性を

明確に伝える必要が

あると考えられた。 

 今回の訓練では県

外搬送や広域搬送

の搬送先選定が困

難であり、調整ができ

なかった。実災害で

は県内の被災状況

により県外搬送や広

域搬送を積極的に検

討する必要があると

考えられ、平時から

都道府県を越えた災

害時小児周産期リエ

ゾン同士の連携が必

要であると考える。 

 結論 

 神奈川県災害時小児周

産期リエゾンの政府訓練

への参加を通し、課題を

抽出することができた。な

かでも特にロジスティック

面の強化のための対策を

検討する必要がある。ま

た今後災害時の医療体

制や災害時小児周産期リ

エゾンの活動について周

産期医療機関への周知、

DMAT をはじめとする関

係部署との連携、訓練へ

の積極的な参加を進めて

いく必要があると考えられ

た。 

 

 3 都県の訓練報告の総括：以下の

ことが明らかになった。 

 今回の政府訓練で、リエゾン

は保健医療調整本部で災害

医療コーディネータや DMAT

等とともに訓練を実施し、連携

して円滑に活動可能であるこ

とが示された。 

 「災害時小児周産期リエゾン

の活動チェックリスト」や小児

周産期領域の災害情報システ

ムは、リエゾンの活動の効率を

高めるのに有効に機能するこ

とが確かめられた。 

 東京、神奈川、千葉という人口

の多い都県では、災害対策に

おいて複数の活動拠点をおく

必要が生じる。その際、本部

のリエゾンだけでは情報の収

集や集約は困難であり、拠点

ごとにリエゾンを配置すること

が求められる。 

 現状では、災害発生時に有効

な活動を行うためにはリエゾン

の絶対数が不足していること

が明白であり、大都市圏にお

いては都道府県ごとのリエゾン

の養成が必要と考えられた。 

 

 Group C：災害時小児周産期リエゾンの

養成における問題点に関する検討 

 研究目的：平成 28年度から災害時

小児周産期リエゾン研修が開始し、

平成 30 年度末には災害時小児周

産期リエゾン活動要領が発出され、

各地域でも災害時小児周産期リエ

ゾンの委嘱や養成が進められてい

る。今後の災害時小児周産期医療

体制をさらに強化させるためにも、



 
 

災害時小児周産期リエゾンの養成

における問題点を明らかにする目

的で研究を実施した。 

 研究方法：災害時小児周産期リエ

ゾン研修の受講状況や受講生から

のアンケート結果より、分析、検討

をおこなった。 

 研究成果：今年度、国で実施した

災害時小児周産期リエゾン研修に

は産婦人科医 64 名、小児科・新生

児科医 96名、他科の医師 4名、看

護師・助産師 15 名、行政職員 19

名であった。受講後のアンケート自

由記載欄には、「行政職として体制

整備をおこなう上で大変参考にな

った」「行政職員と一緒に受講する

ことで県内の体制についてディスカ

ッションすることができて良かった」

と言った意見が見られた。また看護

職からは「看護師として求められる

対応や役割について明確に知りた

い」という意見も挙げられた。 

 考察：研修受講生に関して、看護

師・助産師は受講生全体の 7.6%、

行政職員は受講生全体の 9.6%で

あり、受講生の８割以上が医師とな

っている。各地域で体制を整備し

ていくためには行政職員に災害時

小児周産期医療について理解を

深めていただくことは不可欠であり、

行政職員に対して研修受講をさら

に促進していく必要性が考えられ

た。また、看護師・助産師の受講生

が最も少ない状況ではあるが、実

際の災害時小児周産期リエゾン活

動は医師のみで成り立つものでも

なく、看護師・助産師の協力も必要

である。看護師・助産師は医師とは

異なり、各医療機関内での部署異

動があるため、継続して関われる

人材は少ないと思われるが、できる

だけ看護師・助産師の研修参加促

進に繋げる工夫が必要と考えられ

た。 

 結論：災害時小児周産期リエゾン

研修の受講状況としては、８割以

上が医師であり、行政職や看護

師・助産師の受講が少ない状況で

あるが、実際に災害時の小児周産

期医療体制を強化していくために

は行政職や看護師・助産師の理解、

連携、協力は不可欠であり、研修

会への参加を促進すべきと考えら

れた。地域によっては都道府県単

位で災害時小児周産期リエゾン養

成研修が開催されており、その全

容はまだ把握し切れていない。今

後は各都道府県での取り組みにつ

いて実態調査も必要と考えられた。 

 

 Group D については、令和元年度厚生

労働科学研究「災害時小児・周産期医

療体制の構築と認知向上についての研

究」において検討が行われ、システムの

開発が進行していることから、その研究

成果を待って 2020 年度以降に検討を

進めることとした。 

 

Ｄ  本分担研究全体を通じての考察 

 災害時小児周産期リエゾンは、2018 年

度に活動要領が決定され、都道府県の

災害対策における位置づけがある程度

明確になり、実災害での活動機会が次

第に増加してきている。2018 年度以降、

台風災害におけるリエゾン活動が行わ

れるようになり、特に小児領域の多様な

課題が指摘されるようになった。 
 2019 年度の千葉県の台風災害では、

長期にわたって広範囲に停電が持続し

た。その結果、2018 年度の北海道の胆



 
 

振東部地震の際と同様、人工呼吸器や

吸引器を用いた持続的ケアが必要な在

宅の医療的ケア児への対応、母子避難

所の運営の問題、（液体ミルク、アレル

ギー食等の）支援物資の取扱い、特別

支援学校の休校の影響等が課題として

浮かび上がった。これらの課題は、これ

までも指摘されているものであり、平時

から対応方針の明確化に基づく災害対

応の関わる関係者の認識の共有が必

要と考えられた。 
 東京・千葉・神奈川における政府訓練

であきらかになったのは、人口が多い地

域で複数の拠点で一定期間以上リエゾ

ン活動を機能的に行うための人的資源

の不足と特にロジスティクスを担う人員

の不足、そして複数拠点で組織的に活

動するためのノウハウの欠如だった。人

員については、大都市圏では都道府県

レベルでのリエゾン養成研修の実施に

よる人材養成が必要不可欠と考えられ

た。各活動拠点にリエゾン業務を熟知

する人材を配置することができれば、ブ

ロック内で完結可能な課題の迅速な処

理も可能となり、本部の負担を軽減する

とともに、本部が必要とする情報の収集

と本部との共有も円滑に進むことが期

待できる。 
 保健医療調整本部の組織は、自治体

によってかなり大きな違いがあり、一般

化することは難しいが、その地域の特性

に応じた連携体制のあり方を平時から

検討し、訓練を通じてその実用性を確

認しておくことが必要と考えられた。 
 

 

 

Ｅ  結論 

 2019 年度に発生した実災害及び 2019

年度政府大規模地震時医療活動訓練

におけるリエゾン訓練の経験を通じて、

特に大都市圏における、災害時小児周

産期リエゾンの活動における課題の抽

出を行った。その結果特に長期にわた

る停電時の在宅の医療的ケア児への対

応、複数の活動拠点を設置し、リエゾン

活動を行う場合の課題が明らかになっ

た。 

 リエゾン養成講習会の受講者調査を通

じて、医師以外の看護職や行政職の参

画の重要性が示された。 

 2020 年度以降は、小児周産期領域の

災害情報システムについてもその課題

と解決のための方策について検討を進

める。 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

 
1.  論文発表 
なし 
2.  学会発表 
なし 
 

H.  知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 


